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1、はじめに
　100年ほど前の1899年に世界で最初の少年裁判所が米国イリノイ州クッ
ク・カウンティに創設された。しかし、当時の法学者を含む関係者の予想
とは異なり、不幸な事にその少年裁判所制度が全米、いや全世界に普及し
ていったと同時にその制度に対する間題点が発生あるいは明らかになり、
厳しい批判を浴びることになった。
　それは1964年の米国連邦最高裁判所でのゴールト判決で頂点に達したこ
とは周知のことである。その理由となるところは本来パレンス・パトリエ
思想にもとづき国が少年の保護をするということであるから、手続きがあ
る程度簡略かつ憲法上保障している権利を制約することを容認するもので
ある。ところが現実に保護という名のもとの処遇の実態は少年といえども
人権を無視した非人道的なものである。したがって、権力的な強制力を行
使する施設収容があるなら、手続き上の権利を保障することがなければ少
年の人権を守る事が出来ない。結果、憲法や刑事訴訟が認める基本的な権
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利を少年にも認めるべきである、ということが判決の中で宣言された。
　ゴールト判決の主意は米国のみならず全世界に影響を与えた。そして、
わが国も例に漏れなかった。少年法改正の大論議が当時起こったことは当
然といえば当然であった。
　わが国の少年法はある意味では1899年の創設時の少年裁判所法を一番よ
く踏襲しているものであったからである。
　しかし、少年裁判所法が極めて厳しい状況の中で何故生まれ、どれほど
期待されたものであった、当時の文献に触れれば触れるほどよく納得でき
るものである。パレンス・パトリエ思想にもとづく少年保護手続きの中で
人道主義の意味とはどのようなものであるのかどうか、考える。特にイア
ー対シャフツベリー判決（以下シャフツベリー判決）はパレンス・パトリエ
思想を最初に表現した判決と言われている。この判決を材料として考え、
今後刑事政策の指導理念としての人道主義を考察する序としたい。
2、シャフツベリー判決の概要
　この事件は未成年者の後見と母親の親権が問題となった。裁判は次の2
　　　　　　（1）つの場面で争われた。
1）1722年、伯爵であった父親の遺言で未成年伯爵の後見人とされたイア
ー判事を被後見人の母親が後見は認められないとしたため、後見人が被後
見人のためにまともな後見が出来ないと申し立てた。
　これより以前故シャフツベリー伯爵は、1710年11月10日付の遺書によっ
て、彼の未成年の息子（現在の伯爵）の身柄および財産の後見を遺児が21
歳に達するまでイアー判事とその他の2名の者（その後死亡した）に付託
したが、彼らが死んだ場合誰に付託するかはその遺言に記されていなかっ
た。
　遺言を残したシャフツベリー卿が国外で死亡した時点で、被後見人であ
る未成年伯爵は12歳であった。その際、後見人イヤー判事は、シャーフツ
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ベリー卿の領主権は未成年伯爵の母親である伯爵夫人が行うものでは適切
　　　　　　　　　　　　　　　　（2）な管理を受けられないこと、ジェントルマンとして彼に付き添うことを命
ぜられた人物はその目的に適う人物ではないこと、を認定したうえで、大
法官に次のことを申し出た。つまり、申立人が唯ひとり生存している後見
人として適正であると考えられるかぎり、未成年伯爵に従う監督者やジェ
ントルマン、その他の従者に対する命令権を有すること、そして未成年伯
爵の身柄は申立人に託されるべきことを申し出たのである。
　これに対し伯爵夫人の代理人らは次のように主張した。「3名に付託さ
れた後見権は残った者の誰に与えるかなんら記載がないので、当然イアー
判事にも後見権は残存していないこと、つまり、実質的利益を伴わない権
限に過ぎず、利害関係者もいない、つまりその理由によっての訴えの利益
が認められない。もし権限が3名に与えられ、そのうちの1名が死亡した
場合、残りの者はそのような権限を行使し得ないこと。これはその人物に
付された信託であって、譲渡可能なものでもないし残存することが合理的
なものでもない。遺言者は権限を3人に付託するのが妥当であると考えた
のであるからであり、ましてその重要な責任をより少ない人数に授けるべ
きではない」と主張した。さらに次のことも主張した。「もし未成年伯爵
が未成年で遺言を残すことなく死亡したとすると、そのような場合には、
遺言によって故伯爵（父親）は一定額の年金をイアー判事に支給すること
していたが、イアー判事のみが、未成年伯爵の身柄を付託される者とな
り、遺言を残すことなく未成年のままで未成年者伯爵が死亡した場合の受
益者となるであろうことは不当である。そして、若干の不都合を伴う可能
性があるけれども、そのような後見権は、付託された者のうちの1名が死
亡した場合に終了することになる。ただしこの不都合を予防するために
は、明瞭な言葉によって残った者に後見権を限定することなどの方法によ
って、遺言者の権限の中に残されていることが認められねばならない」。
上記のような後見人と被後見人の主張に対し、衡平裁判所大法官マタル
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ズフィールドは次のように決定した。「法令上父親は、21歳までその者の
子息の後見権を付託する権利を有し、そして本件ではそうされているので
あるから、後見人における不正行為が示されなければ、それ（父親の遺言）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）は拘束力を有する。このような事例においてそれは信託の問題であって、
当裁判所はそれに対して権限を有する」。そしてまた次のように結論した。
「遺言において明示された文言で後見は生存者に残すということが示され
てないがゆえに、この後見権は残存していないという反論に関しては、そ
れに対する表見上の権利（実態がないのにあるように装う）を有しないよう
に思われる。なぜなら、数名の後見人が遺言によって任命された場合、彼
ら各人が完全な後見人と考えられるからである。教区に2～3名の教区委
員がいる場合、彼ら各人が個々に教区委員である事例と同様である。そし
て、遺言によって任命された数名の後見人がおり、一部の者が行使するこ
とを拒否した場合、その残りの人は何もすべきではないということは有害
であり、きわめて悪影響がある。数名の者に付託された後見がひとつの共
同の権限（naked　authority）とされた場合の帰結である。そのような構成
は、ほとんど効力のない行為となるであろう。後見人は利害関係を伴う権
限を有し、自分のところから未成年者が奪われた際に被後見人の奪還の令
状を保持しうる。そして、被害の回復は法令上被後見人の給付に向かうも
のとなるが、ただしその確認判決は原告たる後見人に損害賠償請求を後見
人に任せるものである。したがって、本件において、生存している後見人
としてイアー判事に明白な権利が残されまた授与されており、イアー判事
は誰もが確信するようにその信託を十分に行使できる。この若い貴族に付
き添い世話をするために、監督者やジェントルマンを配置し任命すること
を許可されることなしに後見を実行することはイアー判事にとって不可能
であろう」。かくして、後見人イアー判事の保護下に未成年者が引き渡さ
れることになった。
2）ところが、大法官マクルズフィールドは、なにを誤ったか、裁判所と
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して伯爵の身柄の保護に関するいかなる命令もなさないで、夜間に未成年
伯爵を彼の母親である伯爵夫人のもとに戻すことを内密に認めていた。こ
のことがその後、事件が第2の展開をしていくことの誘引になったと思わ
れる。
　2年後の1724年3月18日に、イアー判事は、以前の訴訟を示しつつ、大
法官委員会に次の申し立てをした。「未成年伯爵は、現在満14歳であり、
ゲーンズバラの伯爵夫人の娘であるスザンナ・ノエル婦人と婚姻している
（ただし申立人から拘束されている）。このような婚姻は現に生存している後
見人の承諾や関与なしであった。それゆえ、未成年伯爵の保護や教育はイ
アー判事に与えらるべきであること、裁判所はこの件に関して適正と考え
られる命令をなすべきであること」などを申し立てた。
　これに対して、シャフツベリー伯爵夫人（未亡人）は、故大法官マッカ
ールズフィールドの命令は、後見権がイアー判事に属することを宣言し、
未成年伯爵の身柄を当該イアー裁判官に引き渡すことを内容としている
が、これは破棄されるべきであると大法官委員会に申し立てた。
　これと同時に、未成年伯爵もまた、遺言によって与えられた未成年伯爵
の領主権の後見権は後見人のうち2名の死亡によって終了したということ
を主張し、また現在14歳である年齢からして未成年者伯爵の領主権につ
いては自らの後見人を選択する自由があるということを願っていることを
大法官委員会に申し立てた。
　これらの申立てを審理して、5月15日、裁判所は、シャフツベリー伯爵
夫人（未亡人）とゲーンズバラ伯爵夫人の両人に対して、イアー判事に問
題が認められない場合には、財産の強制管理（sequestration）を命じる判
決を下した。これは、両名の後見人の同意なしに、また裁判所への申請な
しにこの婚姻を計画し有効なものとする点において侮辱が認められたから
である。そして、未成年伯爵の身柄はイヤー判事のもとにシャーフツベリ
ー伯爵夫人（未亡人）から戻されるものとすることが命じられた。つま
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り、後見権は生存している後見人としてのイヤー判事に帰属するという故
大法官によってなされた宣言があり、その結果発せられた命令（被後見人
を夜間母親のところに戻す）は明らかに誤りであるけれども、同命令が取り
消されるまで有効な命令であり、結果的にその命令に違反（婚姻させるこ
と）することが侮辱罪となったというのが裁判所の理由であった。
　また、後見人の同意のない被後見人の婚姻は被後見人の強奪ravish－
mentであり、加重される。自己の都合での政略結婚的なことで領主権を
侵害したことに対しての厳しい態度が窺える。例えばウェストミンスタ
ー・2の35章の法令によれば、ある者が強奪のかどで有罪である場合、男
女いずれの被後見人にせよ、被後見人の財産が回復されるのなら、たとえ
婚姻が成立しなかったしても、強奪は2年の拘禁刑に処すものとする、と
定められている。しかし、被後見人の財産が回復されず、あるいは回復し
ても婚姻が成立するならば、そのような強奪（被後見人がその婚姻に満足し
得ない場合）で有罪判決を受けた者は終身刑ないし永久追放に処せられる
ものとし、その事件を担当する裁判所の裁量によるものとする。それゆ
え、被後見人の強奪は後見人に対する犯罪となるばかりでなく、国王に対
する犯罪ともなる。他方で、婚姻が成立した被後見人の場合は、強奪した
者は終身刑ないしadjuring　the　realm（国外追放）に処せられるものとさ
れる。これは過酷な刑罰によって犯罪の重大性を示すものであった。
　後見人の適切な同意がなく未成年者を結婚させる事項は、法令において
も本法廷においても、特に本件において悪質であるが、つまり衡平裁判所
が未成年者の不法な婚姻を何よりもまして警戒しあるいは厳格に対処する
ことに違反するものである。
　なお、その未成年者と心神喪失者は、双方とも自らの世話をすることの
できない者だからよく比較される。裁判所は、そのような結婚が後見人の
同意なしに行われたきっかけを作った人を処罰する。もし未成年者が後見
人あるいは放任者によって不平等に結婚させられるという懸念がある場合
　　　　　少年保護手続きにおけるパレンス・パトリエ思想再考（渡辺）　　335
には、衡平裁判所はこれを中断させ、未成年者を適切な人物、親戚による
保護に付し、そのような危険を未然に防止することにつとめるのである。
そもそも、本件の発端になった後見人については以下のようになろう。
　未成年である伯爵が1歳に満たないほどきわめて幼かった。そして遺言
者はこの未成年伯爵に3名の後見人を任命した。ただそれら3名の後見人
すべてが息子が21歳になるまで生きているであろうと遺言者自身が想像し
得たことということは、ほぼありえない。そして、後見権は後見人のいず
れか1名の死亡によって消滅すべきであると主張することは、次のことを
肯定することとなろう。すなわち、父親が子息の教育の世話を手厚くした
いと思っても、その意図するところはその息子のためにほとんど実行され
ないであろう。なぜなら、これらの後見人のいずれかの死亡によってその
児童は後見人を失うからである。父親によって任命された後見人全員がそ
の息子が21歳に達するまで生きているであろうということはほとんどあり
えない。
　これでは自分の子息を守り、伯爵としての地位・教養を保たせることが
できない。結論としては、3人に付託された後見権は、残った者の誰に付
託するかの記載がないが、残った者がこれを有すると、考えるべきことに
なる。
3、判決におけるパレンス・パトリエ思想
　この判決で表現されたパレンス・パトリエに関するところを引用してみ
よう。先ず裁判管轄権については、「本件は信託（トラスト）の問題であ
る。というのも後見は全て信託の間題だからである。国王は、パレンス・
パトリエ（国親）として、すべての未成年者に対する究極の後見人であり
監督者であること。さらにこれは信託なので、伯爵夫人がそうしたよう
に、13歳未満の未成年者を注意深い母親から取り上げることは、そのよう
な厳しいことをするかどうかを別にして、結果として裁判所の裁量権の範
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囲内にある」。そして、「伯爵が被告人であったことは重要ではない。とい
うのも、後見人の同意なくしてウィリス氏と結婚したハネス夫人の判例が
あるからである。本法廷は、いかなる訴状も答弁書がなくても、申立のみ
にもとづき、後見権を終了させる命令を下すことができる。その場合、す
べての未成年者の保護はパレンス・パトリエとしての国王の手にあり、国
王によってこの保護は大法官裁判所に付託される」。
　国のあり方については、「国王は通常の権利を守り、また、その家臣、
家臣らの動産（goods　and　chattels）、不動産（lands　and　tenements）を保護
することを法によって義務づけられる。そして、この王国の法によって、
すべての忠実な家臣は国王の保護下におかれる。その理由から、心神喪失
者や精神障害者は自らの世話をすることのできない者であって、パレン
ス・パトリエとしての国王によって備えがなされる。そしてその同じ理由
からこの保護を未成年者にも拡張されるものである」。また、「国王は彼の
全ての家臣の保護者であり、国王の高い信頼によって、国王は特に自分自
身を保護出来ない者、結果的には未成年者、つまりその未成年ゆえに無能
力である者を保護することとされている。それゆえ感謝の気持から自然な
忠誠義務が生ずるものであって、恩義を負っている家臣が王国から出て、
別の王子に忠誠を尽くすことがあるにしても、その恩義は決して放棄され
るものではない」。かくして「遺言上の後見人はすべての後見人にとって
代り、利害関係は一族の幸福と名誉に関わるものであるから、父親が一族
の長であるので、法は後見人に親代わりの地位（in　Loco　patris）を与え
る」。
　上記のような判例に現れたパレンス・パトリエという考えは未成年犯罪
者をも扱う少年裁判所制度に発展するものではなかった。社会的非行を行
う未成年貴族階級の者をも現実には扱っていたにしても衡平法裁判所の手
続きのなかでの1つに過ぎなかったであろう。これが、具体的に展開され
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）るのは米国での少年裁判所成立の動きのなかで、開花していくのである。
　　　　　　　　　　　　（5）　米国での1838年のクルーズ事件で次のように語られた。
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　「慈善行為の目的は改善にあるが、それは在院者を訓練して勤勉にした
り、彼らの心に道徳と宗教の諸原理を吹き込んだり、彼らに生計を賄う手
段を与えたり、そして、とりわけ、彼らを不適切な交友関係のもつ腐敗的
な影響力から引き離すことによる改善である。この目的のために、本来の
両親賦敦育の任務にふさわしくない、あるいはそれに値しない時には、
国の親（Parens　Patoriae）、または社会の共通の保護者によって取って代
わられてはならないのだろうか？…その幼な子は慢性的な貧困に結局なっ
たにちがいない流から救い出されるのである。また、彼女の身体の拘束は
合法的であるだけでなく、彼女をその流れからひき離すことが極めて残忍
な行いとなるものではあるまい。」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）　この法的な原理はその後1905年のフィッシャー判決で少年裁判所理念と
して語られている。
　「犯罪者になること、あるいは犯罪経歴をくり返し、より成熟した年齢
で結局は公的刑罰と恥辱が科されることから子どもを救済するためには、
立法者たちは、その子どもの両親または後見人が救済を行う気がないか不
可能である場合にはそのような子どもの救済を制定することが許される。
そしてその子どもを州の後見と保護に服させることを目的として、それは
いかなる手続によることもなく州の裁判所の1つに訴えることでよしとす
る。」
4、保護手続きにおける人道主義とは
　イリノイ州少年裁判所がモデルとなりパレンス・パトリエ思想を旗印に
およそ30年の間に全米に少年裁判所運動が広がり、全ての州で少年裁判所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）が設置され、さらには世界各国にも影響を与えるに至った。イギリスはこ
れを逆輸入したことになる。しかし少年裁判所は特に手続き面、保護処遇
場面でのデュープロセスの要請からの批判や非人道的取り扱いについて厳
しい批判に晒されることにもなった、ことは周知のところである。
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　ともあれシャフツベリー事件に戻って考察してみよう。
　中世のイギリスでは財産を残して死亡した領民に未成年の相続人がいた
場合、領主がその後見人となって、その相続人が成人に達するまで残され
た財産の管理をすることができた。他方、土地財産がない児童一般にはそ
のような備えはまったくなかった。国王は直封土地保有者が未成年の相続
人を残した場合は上記領主のように未成年相続人の後見権を得た。遺産相
続入が心神喪失だった場合、未成年であれば領主の後見が原則であるの
で、結局、国王は成人の後見のみを得ることになった。したがって、貧困
児童の保護については全く関与するところはなかった。その流れのなか
で、国王の権限として少年・児童の福祉にその保護を拡張したシャフツベ
リー判決は画期的であったといえる。この判決の「すべての忠実な家臣は
国王の保護下におかれる。その理由から、心神喪失者や精神障害者は自ら
の世話をすることのできない者であって、パレンス・パトリエとしての国
王によって備えがなされる。そしてその同じ理由でこの保護を未成年者に
も拡張されるものである」との法原理を衡平裁判所は継受していくことに
なったのである。
　この判決の趣旨を生かした審判や保護手続きはいかなるものになるであ
ろうか。時代背景を考えれば、父権主義（パターナリズム）的・男尊女卑
的なものになるのは想像に難くない。しかし、臣民として国王の保護を受
ける、あるいは国王が保護を行う、ということは国家の構成員としてあら
まほしかるべき臣民として成長することを願う取り扱いということになろ
う。現実には、国王に代わり大法官が理想的な父親として少年の前で振舞
うことが予定される。したがって、非形式的な極めて人道的な裁判手続き
が想定され実現されるはずである。歴史的には少年の福祉を取り扱う管轄
権を衡平裁判所が1828年には認められていくことになったのである。ただ
残念なことに当時の衡平裁判所の関心は少年よりも親や後見人にあった
し、親権を直接行使するのに必要なスタッフ、設備、社会施設などをもた
なかった。
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　米国イリノイ州で1899年に創設された世界で最初の少年裁判所は資料に
　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）よれば、審判場面は、次のような環境であった。裁判官席のかわりにテー
ブルが用いられ、法廷というよりも客間に似せられた部屋で、少年、両
親、支援者、プロベーション・オフィサー、裁判所関係者が出席するいわ
ば家族会議的雰囲気のものであった。。裁判官は少年に対し可能な限り道
徳的な指導をする助言者であり友人となるよう、そして、身の回りの世話
をするように義務付けられていたのである。
　この裁判所成立の前史をみると少年にたいする取り扱いは悲惨なもので
　（9）
あった。逮捕、勾留、審判、処遇施設のどの場面でも非人道的な実態があ
った。その問題のすべての場面で改革改善の運動がおき、この集大成とし
て少年裁判所が成立したのである。その思想的根拠がパレンス・パトリエ
思想であった。上記のような環境で裁判官が理想的な親として道徳的な人
間教育をすることが当然のことであった。当然手続きは非形式弾力的に運
用されるものにならざるを得ない。パレンス・パトリエ思想はあらゆる場
面で人道的手法を示しているはずであった。しかし、米国での少年裁判所
運動は、まさしくその運動が批判してきたはずの少年の保護施設での非人
道的取り扱いが逆に少年裁判所運動に対する批判の原因になってしまった
のである。
　　　　　　　　（10）　1967年のゴールト判決は、少年施設への送致は州による重大な自由の剥
奪であり、成人犯罪者の拘禁に等しい、その結果少年保護手続きの利益と
デュープロセスを否定した結果とを比較した場合に少年保護手続きの利益
は幻想に過ぎない、とまで宣告した。そもそもパレンス・パトリエ思想が
父権主義的に対象少年のために措置をすることは人道主義的ではないので
あろうか。たしかにかなり押し付けで道徳的価値観をもって指導・保護し
ようとする。それが人道主義に反することになるものであろうか。人道
（11）
主義は人格の尊厳ではなく個人の尊厳を旨とする。もし、人格の尊厳とい
うなら、価値観の多様化した現代社会は道徳的価値観を付するとか人格に
影響を与えるとすることが問題となり、否定的結論となろう。少年裁判所
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手続きは少年を総合的全体的に把握しようとする。そのために、プロベー
ション・オフィサーやケースワーカーなどによる科学的な人格調査を導入
している。事実の認定と人間的な総合理解を科学的に把握することが指導
理念の1つであるとすれば、それと齪酷するという人道主義は刑事政策や
刑事法の指導理念になじまないことになる。これは採用できないところで
ある。たしかに、少年保護施設の劣悪な環境や粗野な職員がいるという現
実はそれこそ個人の尊厳、存在を守るために改革せねばならない。国家社
会の緊急の義務である。他方、ある程度父権的である少年裁判所手続きの
なかでシャフツベリー判決でいわれるような国家社会の価値観を国親とし
て教育指導することが許されなければならないと思われる。そういう意味
で入道主義も理解される必要がある。
5、おわりに
　刑事政策の指導理念としての“人道主義”についてという須々木主一先
生から与えられたテーマに関連し、パレンス・パトリエ思想と人道主義と
いう広大な視点について検討するつもりが、そこに至る前で、時間的・物
理的・能力的に断念せざるをえなかった。ヨーロッパ的な神を認める人間
中心主義の人道主義（人文主義）と神中心に考えない人間中心主義、生き
とし生きるものを大事にするガンジーなどの人道主義（仏教的な）が考え
られよう。ただ学問上の指導理念としての人道主義は情緒的なものであっ
てはその使命を果たせない。個と個の存在を融合させて全体として把握
し、しかも事物の相対性を認識の土台にしている東洋の禅の思想とくに道
元の思想は示唆に富むものである。今後、これらの途筋を踏えて人道主義
について検討していくものである。
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